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報告第１号 

放棄した債権の報告について 

 泉南市債権管理条例（平成３０年泉南市条例第２号）第１９条第１項の規定に基づき、市の債権について、下記調書のと

おり放棄したので、同条第２項の規定により報告する。 

平成３０年１２月５日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 

債権放棄調書 

債権放棄年月日：平成３０年１０月３１日 

債権の名称 債権放棄の事由 
平成３０年度の放棄した債権 

備考 
延べ人数 件数 金額 

水道料金等 

（水道料金及

びメーター使

用料、開閉栓

手数料） 

第１号該当 

（行方不明） 
８９６人 ６，６７７件 １５，８５７，０８９円 

時効２年 

合計延べ人数

のうち実人数

は 

１，２２３人 

平成１７年度 ２４人 １７３件 ５９６，３０８円 

平成１８年度 ３１人 ２７５件 １，０５４，５５２円 

平成１９年度 ２８０人 ２，３０７件 ５，７０２，０１１円 
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平成２０年度 ２３８人 １，８９６件 ４，０４５，２８１円 

平成２１年度 １７７人 １，２１６件 ２，３００，９３８円 

平成２２年度 ８４人 ４９２件 １，３６１，４３９円 

平成２３年度 ３９人 ２１９件 ６２６，１０１円 

平成２４年度 ２２人 ９４件 １６４，６２８円 

平成２６年度 １人 ５件 ５，８３１円 

第２号該当 

（生活困窮） 
１，４４０人 ８，０３３件 ２７，９６８，３１１円 

平成１７年度 １２８人 １，０５５件 ５，０６６，４５５円 

平成１８年度 １４０人 １，２３１件 ６，０４６，６４４円 

平成１９年度 ２４２人 １，１００件 ３，２６４，１３３円 

平成２０年度 ２４０人 １，３３５件 ４，３５１，９５２円 

平成２１年度 ２１４人 １，２２０件 ３，３８１，７８５円 

平成２２年度 ２０８人 １，０３４件 ２，８３９，５０４円 

平成２３年度 １６５人 ７０３件 ２，２５７，７４０円 

平成２４年度 １０３人 ３５５件 ７６０，０９８円 

第３号該当 

（免責） 
２５人 ２４２件 ２２，６６７，７７６円 

平成１８年度 １人 ２３件 １，６５５，５７１円 
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平成１９年度 ２人 ２５件 ２，０７６，３０８円 

平成２０年度 ３人 ３６件 ４，１２２，２８６円 

平成２１年度 ３人 ４２件 ３，８８３，０７３円 

平成２２年度 ４人 ４２件 ３，９４４，１２１円 

平成２３年度 ５人 ３５件 ２，８８８，１４７円 

平成２４年度 ５人 ３３件 ３，５７６，６４０円 

平成２５年度 １人 ４件 ３０５，８２７円 

平成２６年度 １人 ２件 ２１５，８０３円 

計 ２，３６１人 １４，９５２件 ６６，４９３，１７６円 
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報告第２号 
 

   専決処分の承認を求めるについて 

 
 次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分をしたので、

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 
 
  平成３０年１２月５日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
 
１ 平成３０年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第８号） 
 
専決理由 
 平成３０年７月豪雨及び平成３０年台風第２１号の被害による災害復旧等に要する経費について、緊急に予算措置する必

要が生じたことから、専決処分したものである。 
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専決甲第６号

平成３０年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第８号） 

平成３０年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３８，３９７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２４，５９８，７６１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の補正は、「第２表 地方債補正」による。 

平成３０年１１月２０日専決 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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第２表　地方債補正

１  変　　更

災害復旧事業 普通貸借

(証書借入)

又　　は

証券発行

６

利 率

年％以内　　千円 　　千円

限 度 額 起債の方法

年％以内

起　債　の　目　的
補 正 前 補 正 後

限　度　額 起債の方法 償 還 方 法 利 率 償 還 方 法

補正前と同じ補正前と同じ補正前と同じ30,700政府その他の金融機関の資
金については、その融通条
件による。ただし、財政の
都合により、償還期限及び
据置期間を短縮し、又は繰
上償還若しくは低利に借り
換えることができる。

29,900

（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては当該見直し後の利
率）
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平成３０年度 

大阪府泉南市一般会計補正予算（第８号）事項別明細書 
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（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 末 当 該 年 度 中 当 該 年 度 末

起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額

2. 29,900 119,911 30,700 120,711

(2) 農 林 5,200 6,200 6,000 7,000

3,842,963 27,472,971 3,843,763 27,473,771計

地方債現在高の補正調書

区 分

補 正 前 の 額 補 正 後 の 額

災 害 復 旧 債

24



参   考 款   別   現   計   予   算   表
１．歳 入

（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

(1) 市 税     9,001,090     9,001,090  36.6

(2) 地方譲与税 154,400   154,400   0.6

(3) 利子割交付金 9,700    9,700 －

(4) 配当割交付金 46,700   46,700   0.2

(5) 株式等譲渡所得割交付金 46,700 46,700   0.2

(6) 地方消費税交付金     1,160,100     1,160,100   4.7

(7) ゴルフ場利用税交付金 47,400 47,400   0.2

(8) 自動車取得税交付金 61,000 61,000   0.2

(9) 地方特例交付金 40,578  40,578   0.2

(10)地方交付税     2,783,426  2,783,426  11.3

(11)交通安全対策特別交付金 10,221 10,221 －

(12)分担金及び負担金     1,001,248     1,001,248   4.1

(13)使用料及び手数料 370,453 370,453   1.5

(14)国庫支出金     3,964,480  3,964,480  16.1

(15)府支出金     1,823,945 1,558     1,825,503   7.4

(16)財産収入 69,619      69,619   0.3

(17)寄　附　金 164,215    164,215   0.7

(18)繰　入　金     1,159,531     36,039     1,195,570   4.9

(19)諸　収　入 238,332    238,332   1.0

(20)市 債     2,397,363 800     2,398,163   9.8

(21)繰　越　金 9,863      9,863 －
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（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

歳     入     合     計    24,560,364        38,397    24,598,761 100.0
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２．歳 出

（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

(1) 議　会　費 224,144   224,144   0.9

(2) 総　務　費     2,100,797     2,100,797   8.5

(3) 民　生　費    10,653,480    10,653,480  43.3

(4) 衛　生　費     3,113,165    36,000     3,149,165  12.8

(5) 農林水産業費 163,879  163,879   0.7

(6) 商　工　費 85,341    85,341   0.4

(7) 土　木　費     1,524,053     1,524,053   6.2

(8) 消　防　費     1,002,995     1,002,995   4.1

(9) 教　育　費     2,003,953     2,003,953   8.1

(10)公　債　費     2,988,039  2,988,039  12.2

(11)諸支出金 351,256     351,256   1.4

(12)予　備　費 280,000    280,000   1.1

(13)災害復旧費 69,262      2,397 71,659   0.3

歳     出     合     計    24,560,364 38,397    24,598,761 100.0
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議案第１号 

泉南市公平委員会委員の選任について

次の者を泉南市公平委員会委員に選任したいので、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定

により、議会の同意を求める。

平成３０年１２月５日提出

泉南市長 竹 中 勇 人

住 所 泉南市男里四丁目２２番３８号

氏 名 久卋 侚子（くぜ じゅんこ）

生年月日 昭和２２年１月１７日

職 業 無職

提案理由

久卋侚子氏は、平成３１年１月３１日をもって任期満了となるが、公平委員会委員として最適任者と認め再任したいので、

提案するものである。
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議案第１号参考 
 

久卋 侚子 氏 経歴 
 
 昭和４２年 ３月  常盤会短期大学卒業 
 同 ４２年 ４月  学校法人新金岡幼稚園教諭 
 同 ４４年 ４月  岸和田市立八木幼稚園教諭 
 同 ４７年 ４月  泉南市立雄信幼稚園教諭 
 平成 ４年 ４月  泉南市立新家南幼稚園園長 
 同  ９年 ４月  泉南市立鳴滝幼稚園園長 
 同 １２年 ４月  泉南市立一丘幼稚園園長 
 同 １６年 ４月  泉南市立雄信幼稚園園長 
同 １９年 ３月  泉南市教育委員会退職 
同 ２３年 ２月  泉南市公平委員会委員に就任（現在に至る） 
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議案第２号 

指定管理者の指定について 

次のとおり指定管理者を指定するに当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、

議会の議決を求める。 

平成３０年１２月５日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 

１ 管理を行わせる公の施設 

 泉南市総合福祉センター 

２ 指定管理者となる団体 

兵庫県神戸市中央区海岸通６番地 

国際ライフパートナー 株式会社 

代表取締役 荒谷 明彦 

３ 指定の期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 
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議案２号参考 

国際ライフパートナー株式会社の概要 

設 立 年 月 日 昭和４７年１１月１０日 

団 体 の 目 的  事業を通じて地域に「安心」と「安全」を送り、さらに「感動」を創出し、持続可能な“まちづくり”に 

皆様のライフパートナーとして、地域社会に貢献することを目的とする。 

業 務 の 概 要 人的及び機械警備の業務、建物総合管理、各種メンテナンス業務の環境管理及び企画運営、公の施設の指 

定管理による運営、駐車場及び有料道路の経営企画運営及び管理業務等 

指定管理実績 泉南市立文化ホールの他、大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、滋賀県及び岡山県の地方公共団体 

公の施設１３市１町 ２７カ所 

資 本 金 １，０００万円 
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議案第３号 

指定管理者の指定について 

次のとおり指定管理者を指定するに当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、

議会の議決を求める。 

平成３０年１２月５日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 

１ 管理を行わせる公の施設 

 泉南阪南共立火葬場 

２ 指定管理者となる団体 

大阪府大阪市北区天神橋七丁目７番５号 

泉南阪南斎苑管理グループ 

代表構成員 イージス・グループ有限責任事業組合 

構成員 伸和サービス株式会社 

３ 指定の期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 
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議案３号参考 

 

代表構成員 イージス・グループ有限責任事業組合の概要 

 

住    所  三重県四日市市朝日町１番４号 

設立年月日  平成１８年３月１５日 

業 務 の 概 要  公共の斎場・墓地施設の管理運営、有料道路における料金収受業務及び道路管理業務、火葬炉・その他の

焼却炉の設備・施行・メンテナンス等 

指定管理実績  大阪市立北斎場の他、大阪府、兵庫県、滋賀県、北海道、埼玉県、千葉県、静岡県、愛知県、岡山県、広

島県及び宮崎県の地方公共団体 

公の施設１５市 ２７カ所 

出 資 金  ７，０００万円 

 

構成員 伸和サービス株式会社の概要 

 

住    所  大阪府大阪市北区天神橋七丁目７番５号 

設立年月日  昭和４７年６月１５日 

業 務 の 概 要  ビルメンテナンス業、警備業、建設業、放置車両確認事務、有料道路の管理、電気工事業 

指定管理実績  大阪市立北斎場の他、大阪府の地方公共団体 

公の施設２市 ５カ所 

資 本 金  ７，０００万円 
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⑶ 相手方は⑴の支払日から７年間、本件土地を自己の居住用に供し、期間内に本件土地上に住居以外の建物の建築及び

本件土地上の全部または一部について所有権の移転または地上権、質権もしくは抵当権その他の担保を目的とする権利、

使用借権、賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利を設定し、もしくは移転することをしてはならない。 
⑷ やむを得ない理由により、⑶に定める内容を変更する必要があるときは、相手方は予め書面によって通知し、申立人

の承諾を得なければならない。 
⑸ 相手方が⑶に定める期間または⑷により変更された期間中に⑶に定める行為をしたとき、申立人は⑴に定める価額で

本件土地を買い戻すことができるとともに、相手方は⑴の支払日から本件土地①を申立人に引き渡すまでの期間に対応

する賃料相当損害金を申立人に支払うものとする。 
⑹ 相手方は申立人に対し、泉南市樽井地区財産区財産たる土地（泉南市○○○○番。以下「本件土地②」という。）を

明け渡す義務があることを認める。 
⑺ 申立人は相手方に対し、本件土地②の明け渡しを平成３１年１２月３１日まで猶予する。 
⑻ 相手方は申立人に対し、平成３２年１月１日限り、本件土地②上の工作物等を収去し、同土地を明け渡す。なお本件

土地②上の工作物等の収去費用は相手方の負担とする。 
⑼ 相手方は申立人に対し、本件土地②の明け渡しまで、月額１万１，１７２円の賃料相当損害金を支払う。 
⑽ 相手方が⑼の賃料相当損害金の支払いを怠ったときは、⑺の猶予期限にかかわらず、直ちに本件土地②上の工作物等

を収去し、同土地を明け渡す。 
⑾ 調停費用は、各自の負担とする。 
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議案第８号 
 

   民事調停の成立について 

 
 佐野簡易裁判所平成２９年（○）第○号調停申立事件について、泉南市は次のとおり調停を成立させるので、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により議会の議決を求める。 
 
  平成３０年１２月５日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
 
１ 申立人 泉南市樽井地区財産区 管理者 泉南市長 竹中 勇人 
 
２ 相手方 ○○ ○○（泉南市内） 
 
３ 調停成立の内容 
⑴ 相手方及び利害関係人 ○○ ○○（以下「利害関係人」という。）は、申立人に対し、使用している泉南市樽井地

区財産区財産たる土地（泉南市○○○○番。以下「本件土地」という。）を明け渡す義務があることを認める。 
⑵ 申立人は、相手方及び利害関係人に対し、本件土地のうち、建物底地部分の明け渡しを平成３４年１月３１日まで猶

予するとともに、相手方及び利害関係人はそれ以外の土地部分を平成３１年１月３１日限り申立人に明け渡す。 
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⑶ 相手方及び利害関係人は、申立人に対し、平成３４年２月１日限り、建物底地部分の土地上の建物及び工作物を収去

し、建物底地部分の土地を明け渡す。 
⑷ 本件土地上の建物及び工作物の収去費用は、相手方及び利害関係人の負担とする。 
⑸ 相手方及び利害関係人は、申立人に対し、平成３１年１月から建物底地部分の明け渡しまで、月額８，４００円の賃

料相当損害金を支払う。 
⑹ 相手方又は利害関係人は、賃料相当損害金の支払いを２回以上怠り、かつ、その額が１万６，８００円に達した場合

は、⑵記載の猶予の期限に関わらず、直ちに本件土地上の建物を収去し、本件土地全部を申立人に明け渡す。 
⑺ 土地占有の目的や状況を変更する場合は、相手方及び利害関係人は申立人に対し、予めその旨を書面によって通知し、

事前に申立人の承諾を得なければならない。 
⑻ 相手方又は利害関係人において、やむを得ない事情がある場合は申立人と協議の上、明け渡し期限を延長することが

できる。ただし、その場合は⑸記載の賃料相当損害金についても協議することとする。 
⑼ 調停費用は、各自負担とする。 
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議案第９号 
 

   訴えの提起について 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、下記のとおり、建物収去土地明渡請求の

訴えを提起したいので、議会の議決を求める。 
 

  平成３０年１２月５日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 

 

記 
 
１ 当事者 

原告 泉南市樽井地区財産区 管理者 泉南市長 竹中 勇人 
 

被告 ○○ ○○（泉南市内） 
   

２ 請求の要旨 
原告は、被告に対し、泉南市樽井地区財産区財産たる土地（泉南市○○○○番）上に存在する被告名義の建物を収去
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し当該土地を明け渡せとの判決を求める訴えを提起するものである。 
 

３ 請求の理由 
被告は、当該泉南市樽井地区財産区財産たる土地上に無権原で建築された建物の登記簿上の所有者である。被告は当

該建物に居住しているところ、原告は、去る平成２９年第３回泉南市議会定例会にて承認を得て、被告に対し、当該財

産区財産の払下げ又は貸付を求める調停を佐野簡易裁判所に申し立てた（平成２９年（○）第○号）。以後調停を重ね

たものの折合がつかず、平成３０年８月２４日に調停不成立となった。よって、請求の要旨記載のとおりの請求を行う

ものである。 
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議案第１０号 
 

   訴えの提起について 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、下記のとおり、建物収去土地明渡請求の

訴えを提起したいので、議会の議決を求める。 
 

  平成３０年１２月５日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 

 

記 
 
１ 当事者 

原告 泉南市樽井地区財産区 管理者 泉南市長 竹中 勇人 
 

被告 ①○○ ○○ 
  ②○○ ○○（泉南市内） 
 

２ 請求の要旨 
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原告は、被告に対し、泉南市樽井地区財産区財産たる土地（泉南市○○○○番）上に存在する○○ ○○名義となる

建物を収去し当該土地を明け渡せとの判決を求める訴えを提起するものである。 
 

３ 請求の理由 
被告①及び②は、いずれも、当該泉南市樽井地区財産区財産たる土地上に無権原で建築された建物の登記簿上の所有

者（○○ ○○）の法定相続人である。被告のうち①は、当該建物を管理しているところ、原告は、去る平成２９年第

３回泉南市議会定例会にて承認を得て、①に対し①が使用する当該財産区財産の払下げ又は貸付を求める調停を佐野簡

易裁判所に申し立てた（平成２９年（○）第○号）。以後調停を重ねたものの折合がつかず、平成３０年１０月３１日

に調停不成立となった。よって、請求の要旨記載のとおりの請求を行うものである。 
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議案第１１号 
 

   訴えの提起について 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、下記のとおり、建物収去土地明渡請求の

訴えを提起したいので、議会の議決を求める。 
 

  平成３０年１２月５日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 

 

記 
 
１ 当事者 

原告 泉南市樽井地区財産区 管理者 泉南市長 竹中 勇人 
 

被告 ○○ ○○（泉南市内）              
            

２ 請求の要旨 
原告は、被告に対し、泉南市樽井地区財産区財産たる土地（泉南市○○○○番）上に存在する被告名義の建物を収去
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し当該土地を明け渡せとの判決を求める訴えを提起するものである。 
 
３ 請求の理由 

被告は、当該泉南市樽井地区財産区財産たる土地上に無権原で建築された建物の登記簿上の所有者である。被告は当

該建物に居住しているところ、原告は、去る平成２９年第３回泉南市議会定例会にて承認を得て、被告に対し、当該財

産区財産の払下げ又は貸付を求める調停を佐野簡易裁判所に申し立てた（平成２９年（○）第○号）。以後調停を重ね

たものの折合がつかず、平成３０年１１月２日に調停不成立となった。よって、請求の要旨記載のとおりの請求を行う

ものである。 
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議案第１２号 

阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約の変更に関する協議について 

阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約（平成１１年泉南市告示第７２号）を別紙のとおり変更することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第２項の規定により阪南市及び岬町と協議するにつき、同条第３項

において準用する同法第２５２条の２の２第３項本文の規定により、議会の議決を求める。 

平成３０年１２月５日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 

提案理由 

 阪南市泉南市岬町介護認定審査会の庶務を平成３１年度から岬町が行うこととするため、阪南市泉南市岬町介護認定審査

会共同設置規約中の関係規定を変更する必要から、関係市町と協議するに当たり議会の議決を求めるものである。 
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阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約の一部を変更する規約 

阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約（平成１１年泉南市告示第７２号）の一部を次のように変更する。 

第５条第１項中「泉南市長」を「岬町長」に改め、同条第２項中「泉南市長」を「岬町長」に、「岬町長」を「泉南市

長」に改める。 

第６条第２項中「岬町」を「泉南市」に、「泉南市」を「岬町」に改める。 

第７条中「泉南市」を「岬町」に改める。 

第８条中「泉南市長」を「岬町長」に、「泉南市議会」を「岬町議会」に、「岬町長」を「泉南市長」に改める。 

第９条中「泉南市」を「岬町」に改める。 

第１０条第１項中「泉南市」を「岬町」に、「岬町」を「泉南市」に改め、同条第２項中「泉南市」を「岬町」に、「岬

町長」を「泉南市長」に改める。 

第１１条及び第１２条中「泉南市」を「岬町」に改める。 

附則第５項中「阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約の一部を変更する規約（平成２２年泉南市告示第２８

号）」を「阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約の一部を変更する規約（平成３１年泉南市告示第 号）」に改め

る。 

附 則 

この規約は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第１３号 

阪南市泉南市岬町障害支援区分認定審査会共同設置規約の変更に関する協議について 

阪南市泉南市岬町障害支援区分認定審査会共同設置規約（平成１８年泉南市告示第４８号）を別紙のとおり変更すること

について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第２項の規定により阪南市及び岬町と協議するにつき、

同条第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３項本文の規定により、議会の議決を求める。 

平成３０年１２月５日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 

提案理由 

 阪南市泉南市岬町障害支援区分認定審査会の庶務を平成３１年度から岬町が行うこととするため、阪南市泉南市岬町障害

支援区分認定審査会共同設置規約中の関係規定を変更する必要から、関係市町と協議するに当たり議会の議決を求めるもの

である。 
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阪南市泉南市岬町障害支援区分認定審査会共同設置規約の一部を変更する規約 

阪南市泉南市岬町障害支援区分認定審査会共同設置規約（平成１８年泉南市告示第４８号）の一部を次のように変更する。 

第５条第１項中「泉南市長」を「岬町長」に改め、同条第２項中「泉南市長」を「岬町長」に、「岬町長」を「泉南市

長」に改める。 

第６条第２項中「岬町」を「泉南市」に、「泉南市」を「岬町」に改める。 

第７条中「泉南市」を「岬町」に改める。 

第８条中「泉南市長」を「岬町長」に、「泉南市議会」を「岬町議会」に、「岬町長」を「泉南市長」に改める。 

第９条中「泉南市」を「岬町」に改める。 

第１０条第１項中「泉南市」を「岬町」に、「岬町」を「泉南市」に改め、同条第２項中「泉南市」を「岬町」に、「岬

町長」を「泉南市長」に改める。 

第１１条及び第１２条中「泉南市」を「岬町」に改める。 

附則第４項中「阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会共同設置規約の一部を変更する規約（平成２２年泉南市告示第 

３１号）」を「阪南市泉南市岬町障害支援区分認定審査会共同設置規約の一部を変更する規約（平成３１年泉南市告示第 

号）」に改める。 

附 則 

この規約は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第１４号 

 

泉南市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 
 

泉南市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成３０年１２月５日提出 

 

                  泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 公職選挙法の一部を改正する法律（平成２９年法律第６６号）が平成２９年６月２１日に公布され、平成３１年３月１日

から施行されることに伴い、本市条例においても所要の措置を講じる必要があるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

泉南市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正す

る条例 

泉南市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公費負担に関する条例（平成１９年泉南市条例第３３号）の一部を次の

ように改正する。 

題名を次のように改める。 

泉南市議会議員及び泉南市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公費負担に関する条例 

第１条及び第２条中「泉南市長」を「泉南市議会議員及び泉南市長」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年３月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の泉南市議会議員及び泉南市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公費負担に関する条例の

規定は、この条例の施行の日以後その期日を告示される選挙について適用し、この条例の施行の日の前日までにその期日

を告示された選挙については、なお従前の例による。 
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議案第１５号 

 

泉南市事務分掌条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市事務分掌条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成３０年１２月５日提出 

 

                  泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

平成３１年４月１日から水道事業が大阪広域水道企業団へ統合することに伴い、所要の改正を行う必要から、本条例を提

案するものである。 
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泉南市条例第 号 

泉南市事務分掌条例の一部を改正する条例 

泉南市事務分掌条例（昭和４６年泉南市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

第１条中第６号を削る。 

第２条都市整備部の項に次の１号を加える。 

⑷ 下水道及び河川に関すること。

第２条上下水道部の項を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（泉南市議会委員会条例の一部改正） 

２ 泉南市議会委員会条例（平成１３年泉南市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項総務産業常任委員会中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、第８号を第７号とする。 
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議案第１６号 

 

泉南市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成３０年１２月５日提出 

 

                  泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

個人番号カードを利用してコンビニエンスストア等において印鑑登録証明書の取得を可能とし、また個人番号カードを本

人が市の窓口で提示することにより印鑑登録証明書を取得できるよう所要の改正を行う必要があるため、本条例を提案する

ものである。 
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泉南市条例第 号 

泉南市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

泉南市印鑑登録及び証明に関する条例（平成８年泉南市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第１３条第１項中「又はその代理人」を削り、「するときは、印鑑登録証」の次に「又は利用者証明用電子証明書（電子

署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定

する利用者証明用電子証明書をいう。以下同じ。）が記録された個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。以下同

じ。）」を加え、同条第２項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の申請について、印鑑登録者以外の者により印鑑登録証を添えて申請がされたときは、当該申請は、印鑑登録者の

授権による代理人の申請とみなす。 

第１４条の次に次の１条を加える。 

（多機能端末機による印鑑登録証明書の交付申請） 

第１４条の２ 第１３条第１項の規定にかかわらず、印鑑登録者は、自ら多機能端末機（本市の電子計算機と電気通信回線

で接続された民間事業者等が設置する端末機で、証明書を自動的に交付する機能を有するものをいう。）に利用者証明用

電子証明書が記録された個人番号カードを利用して必要な事項を入力する方法により、印鑑登録証明書の交付を申請し、

その交付を受けることができる。 

第１５条中「前２条」を「前３条」に改め、同条第２号中「登録証」の次に「又は利用者証明用電子証明書が記録された
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個人番号カード」を加え、同条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号

を加える。 

⑶ 印鑑登録者以外の者から利用者証明用電子証明書が記録された個人番号カードの提示があったとき。

附 則

この条例は、平成３１年５月７日から施行する。 
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議案第１７号 

災害による被災者に対する市税の減免に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

災害による被災者に対する市税の減免に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

平成３０年１２月５日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 

提案理由 

 平成３０年台風２１号により家屋等の損壊が生じたことによる固定資産税等の減免申請を、期限内に申請することができ

なかった被災者に対し申請の機会を改めて設ける必要があるため、本条例を提案するものである。  
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泉南市条例第 号 

  

災害による被災者に対する市税の減免に関する条例の一部を改正する条例 

  

 災害による被災者に対する市税の減免に関する条例（昭和３６年泉南市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 附則に次の１項を加える。 

３ 平成３０年台風２１号による被災者に対する減免の申請に限り、第７条中「災害の止んだ日の翌日から３０日以内」と

あるのは、「災害による被災者に対する市税の減免に関する条例の一部を改正する条例（平成３０年泉南市条例第 号）

の公布の日から平成３１年１月３１日まで」と読み替える。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成３０年１０月５日からこの条例の公布の日の前日までにされた平成３０年台風２１号による被災者からの減免の申

請については、この条例による改正後の災害による被災者に対する市税の減免に関する条例（以下「新条例」という。）

第７条による申請があったものとみなす。 

３ 新条例の規定は、平成３０年９月４日以後に被災があったものについて適用し、同日前に被災があったものについては、

なお従前の例による。 

 

95



白 紙 

96

kagotani2320
長方形



議案第１８号 

 

泉南市立青少年センター及び児童館設置条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市立青少年センター及び児童館設置条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成３０年１２月５日提出 

 

                  泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 平成３１年度から青少年センターが泉南中学校敷地内に移転することに伴い、設置場所についての規定の変更並びに泉南

市子どもの権利に関する条例（平成２４年泉南市条例第２６号）の規定を踏まえた事業の追加等、所要の措置を講じる必要

があるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

泉南市立青少年センター及び児童館設置条例の一部を改正する条例 

泉南市立青少年センター及び児童館設置条例（昭和５１年泉南市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「八丁目１３番１８号」を「二丁目９番２号」に改める。 

第７条の見出し中「施行の細目」を「委任」に改め、同条を第９条とし、第６条を第８条とし、同条に見出しとして

「（使用許可）」を付する。 

第５条の前の見出し中「及び使用」を削り、同条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 泉南市子どもの権利に関する条例（平成２４年泉南市条例第２６号）第２条の規定に基づく子ども施設の活用及び同

条例第７条の規定に基づく子どもの居場所づくりに必要な環境の提供に関すること。 

第５条を第７条とし、第４条を第６条とする。 

第３条中「、青少年センター運営委員会に諮って」を削り、「泉南市教育委員会」を「教育委員会」に改め、同条を第４

条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（運営委員会） 

第５条 青少年センターの運営に関する基本事項を協議するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４

第３項の規定に基づき、泉南市立青少年センター運営委員会を置く。 

第２条の次に次の１条を加える。 

（開館時間等） 

第３条 青少年センターの開館時間は、午前９時から午後５時３０分までとする。 
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２ 青少年センターの休館日は、次のとおりとする。 

⑴ 日曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年１月３日までの日  

３ 泉南市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、必要と認めるときは、第１項に規定する開館時間を変更し、又

は前項に規定する休館日を変更し、若しくは臨時に休館日を定めることができる。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第１９号 

泉南市総合福祉センター条例の一部を改正する条例の制定について 

泉南市総合福祉センター条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

平成３０年１２月５日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 

提案理由 

 平成３１年４月１日から、総合福祉センター業務の一部を廃止し、また利用料金の支払時期について弾力的な運用ができ

るよう規定を追加する必要があるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市総合福祉センター条例の一部を改正する条例 

 

泉南市総合福祉センター条例（平成９年泉南市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号を第５号とする。 

第９条中「、地域活動支援センター」を削る。 

第１３条第３項に次のただし書を加える。 

ただし、指定管理者が特に認めるときは、この限りでない。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第２０号 

 

泉南市指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準を定める条例及び泉南市手数料条例の一部を改正する条

例の制定について 
 

泉南市指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例及び泉南市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成３０年１２月５日提出 

 

                  泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５２号）による介護保険法

（平成９年法律第１２３号）の一部改正により、共生型居宅サービス事業者、共生型地域密着型サービス事業者及び共生型

介護予防サービス事業者の特例が設けられたことに伴い、規定の整備を行う必要があるため、本条例を提案するものでる。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準を定める条例及び泉南市手数料条例の一部を改正する条

例 
 

（泉南市指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正） 

第１条 泉南市指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例（平成２５年泉南市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第４項第１号」の次に「、第７８条の２の２第１項各号」を加える。 

第３条中「法」を「法第７８条の２の２第１項第１号並びに」に、「の基準及び員数並びに同条第２項の設備及び運営

に関する基準は」を「及び第２項に規定する条例で定める指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準は」に改める。 

第４条中「第１７条第２項、第３６条第２項」の次に「（第３７条の３において読み替えて準用する場合を含む。）」

を、「第３６条第２項第１号」の次に「（第３７条の３において読み替えて準用する場合を含む。）」を、「第３６条第

２項第３号」の次に「（第３７条の３において読み替えて準用する場合を含む。）」を加える。 

（泉南市手数料条例の一部改正） 

第２条 泉南市手数料条例（平成１２年泉南市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表４７の項を次のように改める。 
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４７ 介護保険法（平

成９年法律第１

２３号。以下こ

の 項 に お い て

「 法 」 と い

う。）に基づく

事務 

法第７０条第１項の指定居宅サービス事業者の指定の申請（法第７２条

の２第１項に規定する共生型居宅サービス事業者の特例に係る規定の適

用を受ける指定の申請を除く。）に対する審査 

１件につき

30,000円 

法第７０条第１項の指定居宅サービス事業者の指定の申請（法第７２条

の２第１項に規定する共生型居宅サービス事業者の特例に係る規定の適

用を受ける指定の申請に限る。）に対する審査 

１件につき

10,000円 

法第７０条第１項の指定居宅サービス事業者の指定の申請（法第７２条

の２第１項に規定する共生型居宅サービス事業者の特例に係る規定の適

用を受ける指定の申請を除く。）及び法第１１５条の２第１項の指定介

護予防サービス事業者の指定の申請（法第１１５条の２の２第１項に規

定する共生型介護予防サービス事業者の特例に係る規定の適用を受ける

指定の申請を除く。）が同時になされた場合（当該２の申請に係る事業

を同一の事業所において一体的に運営しようとする場合に限る。）に対

する審査 

１件につき

35,000円 

法第７０条第１項の指定居宅サービス事業者の指定の申請（法第７２条

の２第１項に規定する共生型居宅サービス事業者の特例に係る規定の適

用を受ける指定の申請に限る。）及び法第１１５条の２第１項の指定介

護予防サービス事業者の指定の申請（法第１１５条の２の２第１項に規 

１件につき

10,000円 
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  定する共生型介護予防サービス事業者の特例に係る規定の適用を受ける

指定の申請に限る。）が同時になされた場合（当該２の申請に係る事業

を同一の事業所において一体的に運営しようとする場合に限る。）に対

する審査 

 

  法第７０条の２第１項の指定居宅サービス事業者の指定の更新の申請に

対する審査 

１件につき

10,000円 

  法第７０条の２第１項の指定居宅サービス事業者の指定の更新の申請及

び法第１１５条の１１において準用する法第７０条の２第１項の指定介

護予防サービス事業者の指定の更新の申請が同時になされた場合（当該

２の申請に係る事業を同一の事業所において一体的に運営しようとする

場合に限る。）に対する審査 

１件につき

10,000円 

  法第７８条の２第１項の指定地域密着型サービス事業者の指定の申請

（法第７８条の２の２第１項に規定する共生型地域密着型サービス事業

者の特例に係る規定の適用を受ける指定の申請を除く。）に対する審査

（事業所の所在地が本市の区域内にあるもの（以下、この項において

「区域内事業者」という。）に限る。） 

１件につき

30,000円 

  法第７８条の２第１項の指定地域密着型サービス事業者の指定の申請 １件につき 
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  （法第７８条の２の２第１項に規定する共生型地域密着型サービス事業

者の特例に係る規定の適用を受ける指定の申請に限る。）に対する審査

（区域内事業者に限る。） 

10,000円 

  法第７８条の２第１項の指定地域密着型サービス事業者の指定の申請及

び法第１１５条の１２第１項の指定地域密着型介護予防サービス事業者

の指定の申請が同時になされた場合（当該２の申請に係る事業を同一の

事業所において一体的に運営しようとする場合に限る。）に対する審査

（区域内事業者に限る。） 

１件につき

35,000円 

  法第７８条の１２において準用する法第７０条の２第１項の指定地域密

着型サービス事業者の指定の更新の申請に対する審査（区域内事業者に

限る。） 

１件につき

10,000円 

  法第７８条の１２において準用する法第７０条の２第１項の指定地域密

着型サービス事業者の指定の更新の申請及び法第１１５条の２１におい

て準用する法第７０条の２第１項の指定地域密着型介護予防サービス事

業者の指定の更新の申請が同時になされた場合（当該２の申請に係る事

業を同一の事業所において一体的に運営しようとする場合に限る。）に

対する審査（区域内事業者に限る。） 

１件につき

10,000円 
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法第７９条第１項の指定居宅介護支援事業者の指定の申請に対する審査 １件につき

30,000円 

法第７９条の２第１項の指定居宅介護支援事業者の指定の更新の申請に

対する審査 

１件につき

10,000円 

法第１１５条の２第１項の指定介護予防サービス事業者の指定の申請

（法第１１５条の２の２第１項に規定する共生型介護予防サービス事業

者の特例に係る規定の適用を受ける指定の申請を除く。）に対する審査 

１件につき

30,000円 

法第１１５条の２第１項の指定介護予防サービス事業者の指定の申請

（法第１１５条の２の２第１項に規定する共生型介護予防サービス事業

者の特例に係る規定の適用を受ける指定の申請に限る。）に対する審査 

１件につき

10,000円 

法第１１５条の１１において準用する法第７０条の２第１項の指定介護

予防サービス事業者の指定の更新の申請に対する審査 

１件につき

10,000円 

法第１１５条の１２第１項の指定地域密着型介護予防サービス事業者の

指定の申請に対する審査（区域内事業者に限る。） 

１件につき

30,000円 

法第１１５条の２１において準用する法第７０条の２第１項の指定地域 １件につき 

密着型介護予防サービス事業者の指定の更新の申請に対する審査（区域 10,000円 
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  内事業者に限る。）  

  法第１１５条の２２第１項の規定に基づく指定介護予防支援事業者の指

定の申請に対する審査 

１件につき

30,000円 

  法第１１５条の３１において準用する法第７０条の２第１項の指定介護

予防支援事業者の指定の更新の申請に対する審査 

１件につき

10,000円 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の泉南市手数料条例第２条の表４７項の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る手数

料について適用し、同日前の申請に係る手数料については、なお従前の例による。 
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議案第２１号 

大阪広域水道企業団統合に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について 

大阪広域水道企業団統合に伴う関係条例の整理に関する条例を別紙のように定める。 

平成３０年１２月５日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 

提案理由 

大阪広域水道企業団統合に伴い、関係条例を整理するため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

大阪広域水道企業団統合に伴う関係条例の整理に関する条例 

（泉南市情報公開条例の一部を改正する条例） 

第１条 泉南市情報公開条例（平成１１年泉南市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「、水道事業管理者の権限を行う市長」を削る。 

（泉南市個人情報保護条例の一部を改正する条例） 

第２条 泉南市個人情報保護条例（平成１９年泉南市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第７号中「、水道事業管理者の権限を行う市長」を削る。 

（条例の廃止） 

第３条 次に掲げる条例は、廃止する。 

⑴ 泉南市水道事業の設置等に関する条例（昭和４２年泉南市条例第２号）

⑵ 泉南市水道事業職員定数条例（昭和４６年泉南市条例第１３号）

⑶ 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年泉南市条例第４号）

⑷ 泉南市水道事業給水条例（昭和４６年泉南市条例第２７号）

⑸ 泉南市水道事業布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基準等に関する条例（平成２５年泉南市条例第１４号）

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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（泉南市水道事業の設置等に関する条例の廃止に伴う経過措置）  

２ 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定により作成する平成３０年１０月１日から平

成３１年３月３１日までの間の水道事業の業務の状況を説明する書類に関しては、この条例による廃止前の泉南市水道事

業の設置等に関する条例第８条（予算の概要及び事業の経営方針に係る部分を除く。）の規定は、この条例の施行後も、

なおその効力を有する。  

（企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

３ この条例の施行の際現にこの条例による廃止前の企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の適用を受ける職員であ

る者の給与の支給については、この条例の施行後も、なお従前の例による。 
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議案第２２号 

 

平成３０年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第９号） 

 

 平成３０年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８７８，６１２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２５，４７７，３７３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の補正は、「第２表  債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の補正は、「第３表 地方債補正」による。 

 

平成３０年１２月５日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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１  追　　加

第３表　地方債補正

１  変　　更

学校教育施設等整備事業 普通貸借

(証書借入)

又　　は

証券発行

災害復旧事業 〃 〃

政府その他の金融機関の資
金については、その融通条
件による。ただし、財政の
都合により、償還期限及び
据置期間を短縮し、又は繰
上償還若しくは低利に借り
換えることができる。

43,700

〃44,000 〃30,700 〃

792,200 補正前と同じ

〃

補正前と同じ 補正前と同じ

利 率 償 還 方 法

　　千円

限 度 額 起債の方法

第２表　債務負担行為補正

起　債　の　目　的
補 正 前 補 正 後

限　度　額 起債の方法 償 還 方 法

大阪府議会議員選挙に伴う選挙公報
配布業務委託事業
（平成３０年度）

　平成３０年度～
　平成３１年度

７３４千円

限 度 額

１，４５６千円

２７３，１００千円

　　千円 年％以内

　平成３０年度～
　平成３１年度

　平成３０年度～
　平成３５年度

大阪府議会議員選挙に伴う電算業務
委託事業
（平成３０年度）

泉南阪南共立火葬場指定管理事業
（平成３０年度）

期 間事 項

（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては当該見直し後の利
率）

６

利 率

総合福祉センター指定管理事業
（平成３０年度）

　平成３０年度～
　平成３５年度

３９５，１３０千円

年％以内
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平成３０年度 

大阪府泉南市一般会計補正予算（第９号）事項別明細書 
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（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 末 当 該 年 度 中 当 該 年 度 末

起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額

1. 2,370,900 14,915,419 3,119,400 15,663,919

(3) 教 育 1,474,300 3,598,352 2,222,800 4,346,852

2. 30,700 120,711 44,000 134,011

(1) 土 木 24,700 113,711 38,000 127,011

3,843,763 27,473,771 4,605,563 28,235,571計

地方債現在高の補正調書

区 分

補 正 前 の 額 補 正 後 の 額

普 通 債

災 害 復 旧 債

144



参   考 款   別   現   計   予   算   表
１．歳 入

（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

(1) 市 税     9,001,090     9,001,090  35.3

(2) 地方譲与税 154,400   154,400   0.6

(3) 利子割交付金 9,700    9,700 －

(4) 配当割交付金 46,700   46,700   0.2

(5) 株式等譲渡所得割交付金 46,700 46,700   0.2

(6) 地方消費税交付金     1,160,100     1,160,100   4.6

(7) ゴルフ場利用税交付金 47,400 47,400   0.2

(8) 自動車取得税交付金 61,000 61,000   0.2

(9) 地方特例交付金 40,578  40,578   0.2

(10)地方交付税     2,783,426      3,705     2,787,131  10.9

(11)交通安全対策特別交付金 10,221 10,221 －

(12)分担金及び負担金     1,001,248     1,001,248   3.9

(13)使用料及び手数料 370,453 370,453   1.5

(14)国庫支出金     3,964,480    146,577     4,111,057  16.1

(15)府支出金     1,825,503 3,240     1,828,743   7.2

(16)財産収入 69,619 189 69,808   0.3

(17)寄　附　金 164,215 100 164,315   0.7

(18)繰　入　金     1,195,570 △36,999     1,158,571   4.6

(19)諸　収　入 238,332    238,332   0.9

(20)市 債     2,398,163    761,800     3,159,963  12.4

(21)繰　越　金 9,863      9,863 －
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（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

歳     入     合     計    24,598,761       878,612    25,477,373 100.0
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２．歳 出

（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

(1) 議　会　費 224,144 △1,322 222,822   0.9

(2) 総　務　費     2,100,797 △2,840     2,097,957   8.2

(3) 民　生　費    10,653,480    27,676    10,681,156  41.9

(4) 衛　生　費     3,113,165     3,113,165  12.2

(5) 農林水産業費 163,879  163,879   0.7

(6) 商　工　費 85,341    85,341   0.3

(7) 土　木　費     1,524,053     1,524,053   6.0

(8) 消　防　費     1,002,995     1,002,995   4.0

(9) 教　育　費     2,003,953   844,691     2,848,644  11.2

(10)公　債　費     2,988,039  2,988,039  11.7

(11)諸支出金 351,256 189 351,445   1.4

(12)予　備　費 280,000      7,000 287,000   1.1

(13)災害復旧費 107,659      3,218 110,877   0.4

歳     出     合     計    24,598,761 878,612    25,477,373 100.0
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議案第２３号 

平成３０年度大阪府泉南市樽井地区財産区会計補正予算（第２号） 

平成３０年度大阪府泉南市の樽井地区財産区会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，２３８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

３１７，３５８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

平成３０年１２月５日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成３０年度

大阪府泉南市樽井地区財産区会計補正予算（第２号）事項別明細書
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議案第２４号 

 

平成３０年度大阪府泉南市汚水処理施設管理特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成３０年度大阪府泉南市汚水処理施設管理特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

８７９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

平成３０年１２月５日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成３０年度 

大阪府泉南市汚水処理施設管理特別会計補正予算（第１号）事項別明細書 
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議案第２５号 
 

   平成３０年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 
 
 平成３０年度大阪府泉南市の介護保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，６９９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 
 ５，７１３，４０１千円とする。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

予算補正」による。 
 

平成３０年１２月５日提出 
 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成３０年度

大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）事項別明細書
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議案第２６号 

平成３０年度泉南市水道事業会計補正予算（第２号）

（総則） 

第１条 平成３０年度泉南市の水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （収益的収入及び支出） 

第２条 平成３０年度泉南市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び収益的支出の予定

額を次のとおり補正する。 

収 入 

既決予定額 補正予定額 計 

第１款 水道事業収益 １，６７３，２６７千円 ８７，４２８千円 １，７６０，６９５千円 

第２項 営業外収益 ２２８，６１６千円 ８７，４２８千円 ３１６，０４４千円 

支 出 

既決予定額 補正予定額 計 

第１款 水道事業費用 １，５５３，６１９千円 ４３２，１１６千円 １，９８５，７３５千円 

第１項 営業費用 １，４５２，６４７千円 ４３２，１１６千円 １，８８４，７６３千円 

（資本的支出） 

第３条 予算第４条中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２８３，１７５千円」を「資本的収入額が資本的支

179



出額に対し不足する額２８３，９７５千円」に、「過年度分損益勘定留保資金２６７，３５１千円」を「過年度分損益勘

定留保資金２６８，１５１千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

 支 出 

既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的支出 ４７７，１４６千円 ８００千円 ４７７，９４６千円 

第１項 建設改良費 ２６２，５７９千円 ８００千円 ２６３，３７９千円 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第４条 予算第８条の職員給与費「１７３，４０８千円」を「１７４，２０８千円」に補正する。 

平成３０年１２月５日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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